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令和４年賃金改定状況調査結果 

 

＜調査の概要＞ 

 

１．調査の地域 全国 

 

２．調 査 産 業 日本標準産業分類（平成 25年 10 月改定）に基づく次の産業 

（ア）製造業 

（イ）卸売業，小売業 

（ウ）学術研究，専門・技術サービス業 

（エ）宿泊業，飲食サービス業 

（オ）生活関連サービス業，娯楽業 

（カ）医療，福祉 

（キ）サービス業（他に分類されないもの） 

 

３．調査事業所 

（１）数 15,861 事業所 

（２）選定の方法 

事業所母集団データベース（令和２年次フレーム）を母集団とし、常用労働者数が 30 人

未満の企業に属する民営事業所から、都道府県別、産業別、事業所規模別（※）に層化無

作為抽出により選定。ランク別、調査産業計において１人１時間あたり賃金額の標準誤差

率が 1.5％となるよう標本数を決定。ランク内の都道府県別、産業別、事業所規模別の配分

は母集団事業所数の構成比率で配分。 

※ 産業は上記２に掲げる７つの産業で、事業所規模は１～９人と 10～29 人で区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．集計労働者 30,533 人 

  （うち、令和３年６月と令和４年６月の両方に在籍していた労働者は 25,609 人（83.9％）） 

 

５．調 査 事 項〔基準となる期日又は期間〕 

（１）事業所に関する事項 

イ 主要な生産品の名称又は事業の内容〔令和４年６月１日現在〕 

ロ 事業所の労働者数〔令和４年６月１日現在〕 

ハ 事業所の月間所定労働日数、通常労働日の１日の所定労働時間数〔令和４年６月分〕 

ニ 事業所の年間所定労働日数〔令和２年度分、令和３年度分〕 

ホ 賃金改定の状況〔令和４年１月～６月〕 

（２）労働者に関する事項 

イ 性、就業形態、年齢、勤続年数〔令和４年６月１日現在〕 

ロ 賃金形態〔令和３年６月分、令和４年６月分〕 

ハ 基本給額、諸手当〔令和３年６月分、令和４年６月分（見込額）〕 

ニ 月間所定労働日数、１日の所定労働時間数〔令和３年６月分、令和４年６月分〕 

 

  

 調査事業所数 集計事業所数 回収率 

A ランク 5,251 1,395 26.6％ 

B ランク 3,844 1,154 30.0％ 

C ランク 3,633 1,150 31.7％ 

D ランク 3,133 1,039 33.2％ 

合計 15,861 4,738 29.9％ 

令和４年度第２回目安に関する小委員会（令和４年７月 12日）資料 NO.１に 

令和４年度第３回目安に関する小委員会（令和４年７月 19日）参考資料「委

員からの追加要望資料」で提出したデータを追加したもの 

1



 

 

６．利用上の注意 

（１）集計結果は、抽出による標本誤差を含んでいる。 

（２）集計表中の空欄は、該当する数値がないことを示す。 

（３）集計表中の産業の掲載順序は、日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）における産業

大分類のアルファベット順に基づいている。 

（４）各都道府県に適用される目安のランクは以下の通り。 

 

ランク 都道府県 

Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 

Ｂ 茨城、栃木、富山、山梨、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島 

Ｃ 北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、

徳島、香川、福岡 

Ｄ 青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊

本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 
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第１表　賃金改定実施状況別事業所割合

（％）

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

100.0 36.8 2.0 45.7 15.5 100.0 30.4 3.1 50.2 16.3 100.0 35.9 2.7 47.8 13.6 100.0 41.3 1.1 38.8 18.8

100.0 34.7 0.5 50.4 14.5 100.0 37.3 0.5 45.6 16.6 100.0 27.7 0.3 57.3 14.7 100.0 35.8 0.9 47.1 16.2

100.0 37.7 1.1 45.9 15.2 100.0 37.4 0.8 45.1 16.8 100.0 32.1 1.3 50.3 16.2 100.0 49.4 0.0 41.7 8.9

100.0 39.2 1.2 45.7 13.9 100.0 42.7 0.0 41.8 15.5 100.0 33.5 2.0 49.7 14.9 100.0 51.3 0.0 37.3 11.4

100.0 36.9 1.3 46.8 15.0 100.0 35.1 1.6 46.9 16.4 100.0 32.7 1.7 50.8 14.7 100.0 43.2 0.7 40.8 15.3

Ｒ
３
年

100.0 36.3 1.5 48.8 13.5 100.0 33.3 0.7 51.8 14.2 100.0 38.8 1.2 44.6 15.4 100.0 43.2 1.9 43.8 11.1

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

７月以降
も賃金改
定を実施
しない事
業所

７月以降
に賃金改
定を実施
する予定
の事業所

100.0 30.7 0.9 48.3 20.2 100.0 24.3 1.1 54.0 20.7 100.0 59.7 1.2 28.9 10.2 100.0 36.9 2.6 49.9 10.7

100.0 25.5 0.8 57.6 16.1 100.0 24.1 1.2 59.7 15.0 100.0 63.0 0.0 28.1 8.9 100.0 42.6 0.0 44.9 12.6

100.0 27.7 0.0 53.2 19.1 100.0 24.9 2.5 55.6 17.0 100.0 69.3 0.5 19.8 10.4 100.0 39.9 2.7 46.0 11.5

100.0 29.4 0.6 54.1 15.9 100.0 30.9 0.6 56.1 12.4 100.0 64.1 0.6 22.8 12.5 100.0 41.6 2.4 45.8 10.2

100.0 28.6 0.6 52.4 18.3 100.0 25.4 1.4 55.9 17.3 100.0 63.2 0.7 25.8 10.3 100.0 39.8 2.0 47.0 11.2

Ｒ
３
年

100.0 23.8 1.6 61.6 12.9 100.0 19.7 4.2 61.7 14.3 100.0 59.8 0.8 28.5 10.8 100.0 33.3 1.3 53.3 12.1

学術研究, 専門・技術サービス業

計

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事
業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事

業所

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

計

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事

業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事
業所

ランク

産業計 製造業 卸売業，小売業

Ａ

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事
業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事

業所

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

計

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

計

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事

業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事
業所

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

Ｂ

Ｃ

Ｄ

計

ランク

生活関連サービス業, 娯楽業 医療，福祉 サービス業（他に分類されないもの）

計

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事
業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事

業所

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

計

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事
業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事

業所

宿泊業，飲食サービス業

Ｄ

計

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事

業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事
業所

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

Ａ

Ｂ

Ｃ

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

計

１～６月
に賃金引
上げを実
施した事

業所

１～６月
に賃金引
下げを実
施した事
業所

１～６月に賃金改定を
実施しない事業所

計
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（％）

産業計 製造業
卸売業,
小売業

学術研
究,

専門・
技術

サービ
ス業

宿泊業,
飲食

サービ
ス業

生活関
連サー
ビス業,
娯楽業

医療,
福祉

サービ
ス業

（他に
分類さ
れない
もの）

産業計 製造業
卸売業,
小売業

学術研
究,

専門・
技術

サービ
ス業

宿泊業,
飲食

サービ
ス業

生活関
連サー
ビス業,
娯楽業

医療,
福祉

サービ
ス業
（他に
分類さ
れない
もの）

産業計 製造業
卸売業,
小売業

学術研
究,

専門・
技術

サービ
ス業

宿泊業,
飲食
サービ
ス業

生活関
連サー
ビス業,
娯楽業

医療,
福祉

サービ
ス業
（他に
分類さ
れない
もの）

3.7 3.3 3.3 4.5 5.1 3.8 3.2 3.1 -15.5 -9.0 -12.7 -16.3 -19.6 -16.7 -45.8 -15.4 1.0 0.7 0.9 1.7 1.4 0.7 1.4 0.7

3.1 3.0 3.2 3.3 3.7 3.3 2.6 3.3 -14.7 -2.0 -8.5 -11.6 -30.0 -15.0 1.0 1.1 0.8 1.1 0.7 0.6 1.7 1.4

3.5 3.7 3.0 4.1 4.2 2.3 3.2 4.4 -10.8 -6.5 -5.8 -21.9 -18.6 -9.4 1.2 1.3 0.9 2.0 1.2 0.0 2.1 1.5

3.9 4.6 3.0 3.4 4.9 7.4 3.0 4.2 -23.0 -15.6 -50.0 -21.5 -13.8 -35.0 1.3 2.0 0.7 1.7 1.1 2.2 1.9 0.9

3.5 3.5 3.2 4.0 4.6 4.0 3.1 3.7 -15.6 -8.2 -11.8 -15.1 -27.6 -18.9 -36.7 -17.5 1.1 1.1 0.8 1.6 1.1 0.8 1.7 1.1

Ｒ
３
年

3.0 3.1 2.7 4.4 2.8 2.5 2.8 3.1 -14.0 -14.9 -21.1 -5.1 -14.7 -10.2 -23.9 -4.1 0.9 0.9 0.8 1.8 0.4 0.0 1.5 1.0

（注）空欄は該当する数値がないことを示す。

Ｂ

Ｃ

Ｄ

計

第２表　事業所の平均賃金改定率

ランク

賃金引上げ実施事業所 賃金引下げ実施事業所 賃金改定実施事業所及び凍結事業所の合計

Ａ

4



第３表　事業所の賃金引上げ率の分布の特性値

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

（Q１）  （Q２） （Q３） （Q１）  （Q２） （Q３） （Q１）  （Q２） （Q３） （Q１）  （Q２） （Q３）

1.3 2.5 4.5 0.64 1.4 2.3 4.0 0.57 1.5 2.2 3.6 0.48 1.5 3.0 4.3 0.47

1.0 2.0 4.1 0.78 1.1 2.0 4.0 0.73 1.0 1.9 4.2 0.84 1.4 2.3 3.6 0.48

1.0 2.1 4.0 0.71 1.5 2.6 4.0 0.48 1.0 2.0 3.2 0.55 1.2 2.9 4.4 0.55

1.0 2.0 3.9 0.73 1.2 2.0 5.8 1.15 1.0 1.7 3.5 0.74 1.0 1.5 3.5 0.83

1.1 2.1 4.2 0.74 1.3 2.2 4.0 0.61 1.0 2.0 3.5 0.63 1.3 2.6 4.2 0.56

Ｒ
３
年

1.0 1.7 3.0 0.59 1.0 1.8 3.4 0.67 1.0 1.7 2.7 0.50 1.3 2.1 5.0 0.88

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

第１・
四分位数

中位数
第３・

四分位数
分散係数

（Q１）  （Q２） （Q３） （Q１）  （Q２） （Q３） （Q１）  （Q２） （Q３） （Q１）  （Q２） （Q３）

2.0 4.0 7.8 0.73 1.8 3.0 5.0 0.53 1.0 2.0 4.0 0.75 1.0 2.0 3.7 0.68

1.1 2.5 5.0 0.78 1.1 2.1 5.5 1.05 1.0 1.6 3.2 0.69 1.0 2.0 4.1 0.78

1.0 2.7 5.3 0.80 1.0 2.0 3.0 0.50 0.9 1.6 4.0 0.97 1.0 2.6 5.0 0.77

1.0 2.4 4.6 0.75 1.4 4.7 5.8 0.47 1.0 2.0 3.5 0.63 1.4 2.5 4.5 0.62

1.2 3.1 5.3 0.66 1.2 3.0 5.0 0.63 1.0 1.9 3.6 0.68 1.1 2.1 4.2 0.74

Ｒ
３
年

0.9 1.3 3.0 0.81 0.7 1.4 3.0 0.82 1.0 1.5 3.0 0.67 1.0 1.6 3.0 0.63

（注）１　特性値は、賃金引上げ実施事業所についてみたものである。

Ａ

ランク

産業計 製造業 卸売業，小売業 学術研究, 専門・技術サービス業

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

計

ランク

生活関連サービス業, 娯楽業 医療，福祉 サービス業（他に分類されないもの）

Ａ

Ｂ

宿泊業，飲食サービス業

Ｄ

計

　　　２　分散係数 ＝
第３・四分位数（Ｑ３）　－　第１・四分位数（Ｑ１）

　×　１／２
中位数（Ｑ２）

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％％％

％ ％％
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（円、％）

Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年

Ａ 1,521 1,543 1.4 0.5 1,583 1,610 1.7 1.4 1,544 1,559 1.0 0.5 1,863 1,897 1.8 -1.1 1,247 1,268 1.7 -0.3 1,332 1,349 1.3 0.6 1,488 1,517 1.9 1.3 1,690 1,712 1.3 1.3

Ｂ 1,348 1,365 1.3 0.1 1,443 1,465 1.5 0.0 1,310 1,322 0.9 0.0 1,487 1,509 1.5 -1.0 1,100 1,110 0.9 0.7 1,132 1,125 -0.6 -0.2 1,514 1,546 2.1 0.4 1,420 1,437 1.2 -0.1

Ｃ 1,257 1,277 1.6 0.5 1,264 1,284 1.6 1.4 1,286 1,307 1.6 0.2 1,463 1,477 1.0 1.1 1,023 1,031 0.8 0.5 1,125 1,145 1.8 -0.4 1,331 1,356 1.9 0.8 1,367 1,382 1.1 -0.3

Ｄ 1,202 1,225 1.9 0.3 1,267 1,284 1.3 0.9 1,200 1,221 1.8 0.6 1,518 1,528 0.7 0.5 974 995 2.2 -0.3 1,178 1,181 0.3 -1.1 1,226 1,264 3.1 0.3 1,273 1,296 1.8 0.7

計 1,371 1,392 1.5 0.4 1,431 1,454 1.6 1.0 1,374 1,391 1.2 0.4 1,666 1,691 1.5 -0.5 1,116 1,133 1.5 0.1 1,218 1,228 0.8 0.0 1,412 1,443 2.2 0.8 1,487 1,507 1.3 0.6

Ａ 1,746 1,768 1.3 0.8 1,807 1,830 1.3 1.1 1,746 1,760 0.8 0.9 2,039 2,069 1.5 -1.1 1,355 1,368 1.0 -0.7 1,502 1,544 2.8 1.7 1,790 1,817 1.5 2.7 1,869 1,898 1.6 1.5

Ｂ 1,548 1,558 0.6 -0.3 1,597 1,618 1.3 0.1 1,511 1,514 0.2 -0.4 1,769 1,800 1.8 -1.1 1,276 1,292 1.3 1.2 1,301 1,279 -1.7 -3.8 1,856 1,873 0.9 -0.1 1,559 1,565 0.4 -0.5

Ｃ 1,444 1,456 0.8 0.2 1,456 1,468 0.8 1.0 1,471 1,489 1.2 0.3 1,728 1,725 -0.2 0.7 1,131 1,134 0.3 0.3 1,206 1,207 0.1 0.7 1,567 1,595 1.8 0.1 1,512 1,515 0.2 -0.3

Ｄ 1,382 1,400 1.3 0.2 1,424 1,434 0.7 0.5 1,360 1,373 1.0 0.9 1,716 1,739 1.3 0.6 1,136 1,177 3.6 -1.1 1,287 1,298 0.9 -1.8 1,471 1,489 1.2 0.1 1,398 1,428 2.1 0.1

計 1,578 1,594 1.0 0.4 1,624 1,643 1.2 0.8 1,569 1,581 0.8 0.5 1,880 1,903 1.2 -0.5 1,256 1,272 1.3 -0.2 1,360 1,375 1.1 -0.3 1,713 1,737 1.4 1.3 1,641 1,659 1.1 0.4

Ａ 1,351 1,375 1.8 0.4 1,204 1,241 3.1 2.0 1,345 1,363 1.3 0.2 1,703 1,741 2.2 -0.7 1,192 1,216 2.0 -0.1 1,242 1,249 0.6 0.0 1,447 1,476 2.0 0.8 1,424 1,440 1.1 1.0

Ｂ 1,199 1,221 1.8 0.5 1,152 1,183 2.7 0.8 1,145 1,162 1.5 0.5 1,248 1,265 1.4 -0.2 1,028 1,034 0.6 0.6 1,067 1,063 -0.4 2.2 1,448 1,485 2.6 0.5 1,221 1,256 2.9 0.7

Ｃ 1,128 1,151 2.0 0.6 1,013 1,041 2.8 1.2 1,125 1,148 2.0 0.4 1,224 1,249 2.0 2.7 976 988 1.2 0.4 1,088 1,116 2.6 -1.1 1,296 1,322 2.0 0.8 1,122 1,148 2.3 -0.2

Ｄ 1,077 1,102 2.3 0.6 1,000 1,026 2.6 1.4 1,054 1,082 2.7 0.4 1,269 1,270 0.1 1.6 916 930 1.5 0.1 1,091 1,076 -1.4 0.2 1,200 1,239 3.3 0.3 1,102 1,119 1.5 2.5

計 1,220 1,244 2.0 0.5 1,115 1,146 2.8 1.4 1,197 1,218 1.8 0.3 1,466 1,493 1.8 0.2 1,055 1,071 1.5 0.2 1,145 1,151 0.5 0.3 1,369 1,400 2.3 0.7 1,257 1,279 1.8 0.9

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

第４表①　一般労働者及びパートタイム労働者の賃金上昇率（男女別内訳）

性

ランク

産業計 製造業 卸売業，小売業 学術研究, 専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業, 娯楽業 医療，福祉 サービス業（他に分類されないもの）

女

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

男
　
　
女
　
　
計

男

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

１時間当たり
賃金額
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（円、％）

Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年

Ａ 1,521 1,543 1.4 0.5 1,583 1,610 1.7 1.4 1,544 1,559 1.0 0.5 1,863 1,897 1.8 -1.1 1,247 1,268 1.7 -0.3 1,332 1,349 1.3 0.6 1,488 1,517 1.9 1.3 1,690 1,712 1.3 1.3

Ｂ 1,348 1,365 1.3 0.1 1,443 1,465 1.5 0.0 1,310 1,322 0.9 0.0 1,487 1,509 1.5 -1.0 1,100 1,110 0.9 0.7 1,132 1,125 -0.6 -0.2 1,514 1,546 2.1 0.4 1,420 1,437 1.2 -0.1

Ｃ 1,257 1,277 1.6 0.5 1,264 1,284 1.6 1.4 1,286 1,307 1.6 0.2 1,463 1,477 1.0 1.1 1,023 1,031 0.8 0.5 1,125 1,145 1.8 -0.4 1,331 1,356 1.9 0.8 1,367 1,382 1.1 -0.3

Ｄ 1,202 1,225 1.9 0.3 1,267 1,284 1.3 0.9 1,200 1,221 1.8 0.6 1,518 1,528 0.7 0.5 974 995 2.2 -0.3 1,178 1,181 0.3 -1.1 1,226 1,264 3.1 0.3 1,273 1,296 1.8 0.7

計 1,371 1,392 1.5 0.4 1,431 1,454 1.6 1.0 1,374 1,391 1.2 0.4 1,666 1,691 1.5 -0.5 1,116 1,133 1.5 0.1 1,218 1,228 0.8 0.0 1,412 1,443 2.2 0.8 1,487 1,507 1.3 0.6

Ａ 1,738 1,761 1.3 0.7 1,742 1,769 1.5 1.3 1,786 1,799 0.7 0.7 1,940 1,975 1.8 -0.8 1,527 1,548 1.4 -1.7 1,512 1,533 1.4 1.4 1,584 1,612 1.8 1.8 1,870 1,889 1.0 1.5

Ｂ 1,536 1,557 1.4 -0.1 1,549 1,573 1.5 0.0 1,525 1,535 0.7 -0.1 1,595 1,627 2.0 -1.0 1,370 1,385 1.1 0.9 1,288 1,278 -0.8 -0.5 1,642 1,683 2.5 0.9 1,544 1,554 0.6 -0.9

Ｃ 1,420 1,441 1.5 0.4 1,357 1,378 1.5 1.5 1,480 1,502 1.5 0.0 1,563 1,579 1.0 1.3 1,257 1,251 -0.5 1.4 1,264 1,296 2.5 0.1 1,419 1,451 2.3 0.7 1,478 1,489 0.7 -0.7

Ｄ 1,324 1,351 2.0 0.5 1,342 1,362 1.5 1.2 1,336 1,361 1.9 0.6 1,591 1,603 0.8 0.7 1,117 1,167 4.5 -0.5 1,252 1,263 0.9 0.1 1,300 1,339 3.0 0.9 1,335 1,354 1.4 0.4

計 1,548 1,571 1.5 0.5 1,547 1,570 1.5 1.0 1,580 1,597 1.1 0.4 1,758 1,787 1.6 -0.3 1,353 1,372 1.4 -0.1 1,369 1,384 1.1 0.6 1,496 1,531 2.3 1.2 1,613 1,629 1.0 0.3

Ａ 1,223 1,245 1.8 0.3 1,139 1,165 2.3 2.4 1,178 1,195 1.4 0.2 1,461 1,491 2.1 -3.8 1,146 1,169 2.0 0.2 1,080 1,093 1.2 -0.4 1,408 1,439 2.2 0.7 1,241 1,268 2.2 0.2

Ｂ 1,072 1,085 1.2 0.4 1,071 1,090 1.8 0.3 1,032 1,046 1.4 0.2 1,173 1,172 -0.1 -0.7 999 1,008 0.9 0.6 999 993 -0.6 0.3 1,287 1,302 1.2 -0.2 1,128 1,165 3.3 2.3

Ｃ 1,007 1,024 1.7 0.4 974 994 2.1 1.0 997 1,018 2.1 0.7 1,055 1,065 0.9 0.1 949 962 1.4 -0.2 960 965 0.5 -1.0 1,167 1,180 1.1 1.0 1,030 1,060 2.9 2.2

Ｄ 974 989 1.5 -0.2 986 994 0.8 -1.5 969 984 1.5 0.7 1,064 1,071 0.7 -0.4 903 909 0.7 -0.1 1,033 1,019 -1.4 -3.4 1,053 1,088 3.3 -1.2 1,032 1,068 3.5 2.6

計 1,106 1,123 1.5 0.2 1,066 1,088 2.1 1.1 1,069 1,085 1.5 0.4 1,257 1,265 0.6 -1.7 1,028 1,043 1.5 0.2 1,025 1,028 0.3 -0.8 1,298 1,319 1.6 0.3 1,140 1,171 2.7 0.8

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

第４表②　一般労働者及びパートタイム労働者の賃金上昇率（一般・パート別内訳）

就業
形態

ランク

産業計 製造業 卸売業，小売業 学術研究, 専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業, 娯楽業 医療，福祉 サービス業（他に分類されないもの）

パ
ー
ト

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

一
般
パ
ー
ト
計

一
般

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

１時間当たり
賃金額
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（円、％）

Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年
Ｒ３年
６月

Ｒ４年
６月

Ｒ３年

Ａ 1,532 1,562 2.0 1.2 1,588 1,623 2.2 1.6 1,557 1,590 2.1 0.9 1,869 1,910 2.2 1.8 1,260 1,286 2.1 0.6 1,343 1,369 1.9 0.9 1,495 1,528 2.2 1.6 1,718 1,729 0.6 1.8

Ｂ 1,351 1,378 2.0 1.1 1,452 1,482 2.1 1.0 1,317 1,339 1.7 1.0 1,492 1,520 1.9 -0.1 1,096 1,115 1.7 1.7 1,123 1,143 1.8 0.3 1,523 1,564 2.7 1.4 1,408 1,433 1.8 1.1

Ｃ 1,268 1,293 2.0 1.0 1,268 1,293 2.0 1.6 1,307 1,335 2.1 1.0 1,469 1,504 2.4 1.2 1,026 1,034 0.8 0.9 1,137 1,160 2.0 0.5 1,341 1,372 2.3 1.3 1,372 1,401 2.1 0.4

Ｄ 1,208 1,237 2.4 1.2 1,273 1,303 2.4 1.3 1,209 1,230 1.7 1.4 1,521 1,555 2.2 1.0 974 1,000 2.7 0.7 1,178 1,189 0.9 0.2 1,235 1,282 3.8 1.2 1,280 1,316 2.8 1.7

計 1,379 1,408 2.1 1.1 1,437 1,467 2.1 1.4 1,387 1,415 2.0 1.0 1,672 1,708 2.2 1.2 1,122 1,142 1.8 0.9 1,223 1,244 1.7 0.6 1,421 1,457 2.5 1.5 1,498 1,520 1.5 1.3

Ａ 1,769 1,801 1.8 1.4 1,819 1,857 2.1 1.6 1,767 1,798 1.8 1.0 2,039 2,087 2.4 2.0 1,392 1,417 1.8 0.3 1,535 1,580 2.9 1.7 1,817 1,840 1.3 4.1 1,907 1,920 0.7 2.0

Ｂ 1,554 1,578 1.5 1.0 1,606 1,634 1.7 0.9 1,524 1,543 1.2 1.0 1,777 1,813 2.0 -0.7 1,278 1,295 1.3 2.4 1,304 1,321 1.3 -0.9 1,862 1,894 1.7 0.7 1,547 1,572 1.6 1.1

Ｃ 1,464 1,486 1.5 1.0 1,462 1,485 1.6 1.8 1,500 1,527 1.8 1.0 1,731 1,766 2.0 0.5 1,154 1,152 -0.2 1.1 1,235 1,242 0.6 0.6 1,602 1,634 2.0 1.3 1,516 1,544 1.8 0.4

Ｄ 1,388 1,418 2.2 1.3 1,425 1,456 2.2 1.2 1,368 1,391 1.7 1.7 1,718 1,751 1.9 0.4 1,137 1,185 4.2 1.3 1,302 1,318 1.2 -0.7 1,478 1,498 1.4 1.0 1,410 1,453 3.0 1.6

計 1,593 1,620 1.7 1.2 1,632 1,663 1.9 1.5 1,587 1,613 1.6 1.1 1,881 1,922 2.2 0.9 1,276 1,297 1.6 1.0 1,383 1,409 1.9 0.5 1,734 1,761 1.6 2.4 1,656 1,679 1.4 1.4

Ａ 1,355 1,385 2.2 0.9 1,205 1,232 2.2 1.8 1,351 1,386 2.6 0.8 1,716 1,751 2.0 1.6 1,196 1,223 2.3 0.6 1,245 1,261 1.3 0.4 1,450 1,484 2.3 1.1 1,442 1,451 0.6 1.5

Ｂ 1,201 1,230 2.4 1.2 1,160 1,194 2.9 1.2 1,147 1,173 2.3 0.9 1,254 1,274 1.6 1.0 1,021 1,040 1.9 1.3 1,054 1,074 1.9 0.8 1,458 1,501 2.9 1.5 1,219 1,245 2.1 0.7

Ｃ 1,133 1,160 2.4 1.0 1,018 1,047 2.8 1.2 1,135 1,164 2.6 1.0 1,230 1,265 2.8 2.9 976 988 1.2 0.8 1,093 1,123 2.7 0.4 1,303 1,335 2.5 1.3 1,127 1,158 2.8 0.5

Ｄ 1,081 1,111 2.8 1.0 1,006 1,035 2.9 1.5 1,062 1,082 1.9 0.8 1,266 1,302 2.8 2.5 914 932 2.0 0.5 1,076 1,082 0.6 1.2 1,208 1,258 4.1 1.2 1,103 1,128 2.3 2.0

計 1,225 1,254 2.4 1.0 1,119 1,148 2.6 1.5 1,204 1,233 2.4 0.9 1,477 1,509 2.2 1.8 1,055 1,075 1.9 0.8 1,142 1,161 1.7 0.6 1,375 1,413 2.8 1.2 1,265 1,285 1.6 1.3

Ａ 1,745 1,779 1.9 1.5 1,749 1,788 2.2 1.7 1,787 1,828 2.3 1.1 1,945 1,989 2.3 2.0 1,534 1,559 1.6 -0.2 1,541 1,576 2.3 1.6 1,590 1,618 1.8 2.4 1,891 1,900 0.5 2.1

Ｂ 1,541 1,572 2.0 1.2 1,559 1,590 2.0 0.9 1,525 1,548 1.5 1.0 1,601 1,635 2.1 -0.4 1,376 1,391 1.1 2.9 1,287 1,312 1.9 0.0 1,651 1,704 3.2 1.9 1,540 1,569 1.9 0.7

Ｃ 1,428 1,456 2.0 1.1 1,364 1,388 1.8 1.8 1,493 1,522 1.9 1.1 1,568 1,607 2.5 1.4 1,260 1,255 -0.4 1.3 1,276 1,312 2.8 0.9 1,424 1,461 2.6 1.3 1,482 1,511 2.0 0.4

Ｄ 1,330 1,365 2.6 1.5 1,348 1,381 2.4 1.7 1,341 1,369 2.1 1.5 1,596 1,632 2.3 0.7 1,120 1,166 4.1 1.3 1,256 1,263 0.6 1.0 1,310 1,359 3.7 1.6 1,342 1,379 2.8 1.7

計 1,555 1,587 2.1 1.3 1,554 1,587 2.1 1.5 1,584 1,617 2.1 1.1 1,764 1,804 2.3 1.3 1,361 1,382 1.5 1.2 1,382 1,410 2.0 1.0 1,503 1,543 2.7 1.9 1,624 1,647 1.4 1.3

Ａ 1,230 1,255 2.0 0.8 1,140 1,163 2.0 1.3 1,190 1,211 1.8 0.4 1,450 1,474 1.7 0.1 1,150 1,177 2.3 0.8 1,085 1,097 1.1 0.1 1,415 1,451 2.5 1.0 1,254 1,271 1.4 1.0

Ｂ 1,069 1,088 1.8 0.9 1,070 1,094 2.2 1.0 1,037 1,059 2.1 0.9 1,179 1,187 0.7 1.3 994 1,013 1.9 0.9 975 990 1.5 0.4 1,292 1,312 1.5 0.6 1,096 1,109 1.2 2.1

Ｃ 1,011 1,032 2.1 0.7 975 1,003 2.9 0.6 1,007 1,034 2.7 0.8 1,060 1,077 1.6 0.7 946 958 1.3 0.5 961 968 0.7 0.1 1,177 1,199 1.9 1.3 1,038 1,067 2.8 1.1

Ｄ 974 993 2.0 0.3 989 1,005 1.6 -0.7 975 985 1.0 0.8 1,043 1,065 2.1 2.9 900 916 1.8 0.4 1,019 1,037 1.8 -1.4 1,054 1,098 4.2 0.1 1,034 1,065 3.0 1.4

計 1,108 1,131 2.1 0.7 1,067 1,091 2.2 0.9 1,077 1,098 1.9 0.7 1,251 1,269 1.4 0.8 1,027 1,047 1.9 0.8 1,020 1,033 1.3 0.0 1,305 1,337 2.5 0.9 1,138 1,159 1.8 1.3

（資料注）第４表①、②の集計労働者30,533人のうち、本表の集計対象となる令和３年６月と令和４年６月の両方に在籍していた労働者は25,609人（83.9％）。

第４表③　一般労働者及びパートタイム労働者の賃金上昇率（令和３年６月と令和４年６月の両方に在籍していた労働者のみを対象とした集計）

性

就業
形態

ランク

産業計 製造業 卸売業，小売業 学術研究, 専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業, 娯楽業 医療，福祉 サービス業（他に分類されないもの）

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率

計

男

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
１時間当たり

賃金額
賃金上昇率

女

一
般

パ
ー
ト

１時間当たり
賃金額

賃金上昇率
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参考１　賃金引上げの実施時期別事業所数割合

（％）

変わらない 早　い 遅　い その他

100.0 82.0 4.3 1.1 12.5

100.0 80.2 7.6 1.5 10.7

100.0 82.3 5.2 2.7 9.8

100.0 74.9 8.7 3.2 13.2

100.0 80.5 5.9 2.0 11.6

Ｒ
３
年

100.0 88.7 2.7 1.3 7.3

（注）「その他」には、前年には賃金引上げを実施しなかった事業所や、

　　　会社の設立が前年のため賃金引上げを行うのは今年が初めてである事業所が該当する。

Ｄ

計

ランク
１～６月に

賃金引上げを
実施した事業所

賃金引上げの実施時期は、昨年と比較して

Ａ

Ｂ

Ｃ
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（％）

計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５ 計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５ 計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５ 計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５

100.0 14.8 1.7 11.8 62.9 8.7 100.0 15.7 0.8 11.8 63.7 7.9 100.0 12.9 2.1 10.5 67.4 7.2 100.0 20.7 1.3 18.2 49.1 10.6

100.0 12.7 1.7 15.1 62.6 7.9 100.0 12.1 5.0 13.8 59.5 9.6 100.0 12.6 1.0 17.3 62.3 6.8 100.0 13.7 0.0 14.3 60.1 11.9

100.0 17.0 1.6 13.8 61.3 6.3 100.0 21.3 1.5 13.0 59.9 4.3 100.0 18.0 1.3 13.2 62.4 5.1 100.0 13.9 2.4 12.4 70.0 1.4

100.0 14.2 0.9 13.9 62.7 8.2 100.0 13.2 0.6 13.8 59.1 13.3 100.0 13.8 0.4 14.2 62.8 8.8 100.0 14.1 3.3 11.6 64.9 6.1

100.0 14.7 1.6 13.3 62.5 7.9 100.0 15.8 2.0 12.8 61.4 8.1 100.0 14.2 1.3 13.4 64.1 6.9 100.0 17.1 1.5 15.5 57.2 8.7

Ｒ
３
年

100.0 12.9 2.0 14.1 64.2 6.8 100.0 12.6 2.1 14.3 64.2 6.9 100.0 16.5 2.7 12.5 61.8 6.5 100.0 14.9 0.8 12.7 67.1 4.5

計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５ 計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５ 計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５ 計 事由１ 事由２ 事由３ 事由４ 事由５

100.0 15.3 2.1 11.2 59.3 12.0 100.0 15.9 2.7 13.9 58.3 9.1 100.0 14.5 1.7 6.2 67.8 9.9 100.0 12.0 0.7 14.0 68.4 5.0

100.0 11.7 1.1 17.0 61.1 9.0 100.0 11.1 2.9 10.0 69.9 6.0 100.0 19.7 0.0 17.2 58.7 4.3 100.0 12.4 0.0 9.8 68.3 9.4

100.0 16.8 1.2 16.4 57.1 8.5 100.0 9.3 1.6 15.0 61.6 12.6 100.0 22.9 2.6 21.6 43.9 8.9 100.0 14.0 2.5 6.2 73.8 3.5

100.0 11.5 1.1 11.3 66.0 10.1 100.0 14.3 3.3 20.1 61.8 0.4 100.0 22.0 0.0 23.1 41.6 13.4 100.0 16.6 0.0 6.1 75.8 1.6

100.0 14.2 1.5 13.8 60.3 10.2 100.0 13.1 2.6 14.2 62.1 8.0 100.0 18.3 1.2 13.9 57.5 9.1 100.0 13.4 0.9 9.7 71.0 5.0

Ｒ
３
年

100.0 8.1 1.7 15.2 67.5 7.5 100.0 10.7 0.8 12.0 69.2 7.3 100.0 17.9 2.2 16.5 55.9 7.5 100.0 9.8 2.4 17.1 64.5 6.2

 （注）事由１　昨年同様、７月以降実施の予定

　　　事由２　昨年は１～６月に実施したが、今年は７月以降実施の予定

　　　事由３　昨年は実施したが、今年は凍結の予定

　　　事由４　昨年は実施していないし、今年も実施しない予定

　　　事由５　昨年は実施しなかったが、今年は７月以降実施の予定

参考２　事由別賃金改定未実施事業所割合

ランク

産　　業　　計 製　　造　　業 卸売業，小売業 学術研究, 専門・技術サービス業

医療，福祉 サービス業（他に分類されないもの）

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

計

ランク

Ｃ

Ｄ

計

宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業, 娯楽業

1
0



１　パートタイム労働者比率

（％）

令和３年 令和４年

40.1 40.9

２　男女別労働者数比率

（％）

令和３年 令和４年

男性 42.1 42.0

女性 57.9 58.0

３　年間所定労働日数（事業所平均）

（日）

令和２年度 令和３年度

243.3 242.9

付表　労働者構成比率及び年間所定労働日数

11



 

賃金改定状況調査について（概要） 

 

１ 調査の概要 

(1) 調査の地域 

全国 

(2) 調査産業  

日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）に基づく次の産業 

（ア）製造業 

（イ）卸売業，小売業 

（ウ）学術研究，専門・技術サービス業 

（エ）宿泊業，飲食サービス業 

（オ）生活関連サービス業，娯楽業 

（カ）医療，福祉 

（キ）サービス業（他に分類されないもの） 

(3) 調査事業所 

上記産業に属する民営事業所のうち、常用労働者数が３０人未満の企業に属し１

年以上継続して事業を営んでいる事業所から、都道府県別、産業別、事業所規模（１

～９人と 10～29 人で区分）別に無作為抽出した約１６，０００事業所。 

ランク別の調査事業所数は１人１時間あたり賃金額の標準誤差率が 1.5％となる

よう決定。ランク内の都道府県別、産業別、事業所規模別の配分は母集団事業所数

の構成比率で配分。 

集計事業所数（令和４年調査）  ４，７３８事業所 

集計労働者数（令和４年調査） ３０，５３３人 

(4) 調査事項〔基準となる期日又は期間〕 

イ 事業所に関する事項 

(ｲ) 主要な生産品の名称又は事業の内容〔当年６月１日現在〕 

(ﾛ) 事業所の労働者数〔当年６月１日現在〕 

(ﾊ) 事業所の月間所定労働日数、通常労働日の１日の所定労働時間数 

〔当年６月分〕 

(ﾆ) 事業所の年間所定労働日数〔前々年度分、前年度分〕 
(ﾎ) 賃金改定の状況〔当年１月～６月〕 

ロ 労働者に関する事項 

(ｲ) 性、就業形態、年齢、勤続年数〔当年６月１日現在〕 

(ﾛ) 賃金形態〔前年６月分、当年６月分〕 

(ﾊ) 基本給額、諸手当〔前年６月分、当年６月分（見込額）〕 

(ﾆ) 月間所定労働日数、１日の所定労働時間数〔前年６月分、当年６月分〕 
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２ 本調査の基本的性格 

(1) 賃金の改定状況の把握を目的としていること 

本調査は、賃金額の水準ではなく、賃金の改定状況の実態を把握することを主な

目的とするものである。 

(2) 迅速性が求められていること 

本調査は、各年６月分の賃金の実態調査を通じて賃金の状況等を把握し、その調

査結果を７月の中央最低賃金審議会に提出することになっているため、極めて短期

間に調査票を回収し、集計する必要がある。 

(3) ランク別の集計であること 

本調査結果は、ランク別に集計して利用されるものである。 

(4) 継続性の確保が必要であること 

 

３ 調査の日程 

(1) 調査期間 ５月中旬から６月上旬（令和４年調査の提出期限は６月６日） 

(2) 調査票データ納品 ６月２２日（令和４年調査） 

(3) 結果集計 ６月下旬から７月上旬 

(4) 結果報告 令和４年度は、７月１２日の中央最低賃金審議会第２回目安に関する

小委員会において審議資料として提出し、公表した。 
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（（注１）記入に当たっては、別添の「賃金改定状況調査票記入要領」をご覧の上、黒又は青のボールペンを使って、 （太線）の中に記入してください。なお、※欄は記入しないでください。
（注２）２枚目以降については、｢１.事業所に関する事項｣欄は記入する必要はありません。

．
1 2 3

．
1 2 31 2 3 4 5 60 1 2 1 2

．
1 2 3

．
5 6 1 2 32 1 2 3 49 1 2 1

．
1 2 3

．
1 2 31 2 3 4 5 68 1 2 1 2

．
1 2 3

．
5 6 1 2 32 1 2 3 47 1 2 1

．
1 2 3

．
1 2 31 2 3 4 5 66 1 2 1 2

．
1 2 3

．
5 6 1 2 32 1 2 3 45 1 2 1

．
1 2 3

．
1 2 31 2 3 4 5 64 1 2 1 2

．
1 2 3

．
5 6 1 2 32 1 2 3 43 1 2 1

．
1 2 3

．
1 2 31 2 3 4 5 62 1 2 1 2

．
1 2 3

．
6 1 2 32 1 2 3 4

日 時間 分

1 1 2 1

十 円 万 千 百 十日 時間 分 万 千 百円 万

5

10人目以降
は十の位を
記入してく
ださい。 男 女

一

般

パ
ー

ト
歳

千 百 十

時
間
給

賃金形態及び基本給額 諸　手　当
(月　額)

賃金形態及び基本給額 諸　手　当
(月　額)

労

働

日

数

月

間

所

定

労

働

時

間

数

1

日

の

所

定

賞与、時間外手当、宿日
直手当などは除きます。

賞与、時間外手当、宿日
直手当などは除きます。

月
　
給

日
　
給 万 千 百 十 円

月
　
給

日
　
給

時
間
給 円

(9) (10) (11) (12) (13) (14)

令 和 ３ 年 ６ 月 分 令 和 ４ 年 ６ 月 分

一　連
番　号

労働者番号

性

就

業

形

態

年

齢

勤　続　年　数

(7) (8)

労

働

日

数

月

間

所

定

労

働

時

間

数

1

日

の

所

定

賃金形態が月給なら月額を、日給なら日額
を、時間給なら時間額を、記入してください。

賃金形態が月給なら月額を、日給なら日額
を、時間給なら時間額を、記入してください。

昨年は実施していないし、今年も実施しない予定。

5 昨年は実施しなかったが、今年は７月以降実施の予定。
２.労働者に関する事項

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

分１ 日 の 所 定 労 働 時 間 数 4

(2) 事業所の月間所定労働日数 (5) 事業所の令和３年度の年間所定労働日数 3

その他

3 昨年は実施したが、今年は凍結の予定。(3) 事 業 所 の 通 常 労 働 日 の
時間

日 2 昨年は１～６月に実施したが、今年は７月以降実施の予定。（令和４年６月分） (令和３年４月～令和４年３月) 4

． 日 2 早かった実施していない

賃金改定は、
． 日 ．

（臨時、パートを含む） (令和２年４月～令和３年３月)
1 昨年同様、７月以降実施の予定。

変わらない(1) 事 業 所 の 労 働 者 数 (4) 事業所の令和２年度の年間所定労働日数

2

％
人

１.事業所に関する事項（注２） 2 引き下げた

．

遅かった

賃金引上げ、又は賃金引下げを実施しましたか。

1
1 引き上げた １人平均引上げ、又は引下げ率は 賃金改定の実施期間は

いくらですか。 昨年と比較して、

1

実施した(する)

(6)賃金改定の状況
（注）個人事業主の場合、法人番号欄は記入不要です。 令和４年１月から令和４年６月までの間に、定期昇給・ベースアップ・賃金カット等の名称の如何に関わらず、

中 小

賃 金 改 定 状 況 調 査 票 厚生労働省
連　絡　先　TEL － －

主な生産品の名称
又 は 事 業 の 内 容

 1．  １～ 9人

 2．  10～29人

主要とは総売上高の最も
高いものをいいます。

記 入 担 当 者

法 人 番 号

統計法に基づく一般統計調査

※ ※ ※ ※　産業分類番号 ※
枚のうち 枚目

最低賃金に関する実態調査
企業規模番号都道府県

番　　号
市区町村番号 事 業 所 番 号 大

この調査票に記入された事項については、

統計以外の目的に使ったり、他に漏らし

たりすることはありません。

秘

番号、記号、氏名(イ

ニシャル)等どの方法

でも結構ですが、後

に内容についてお尋

ねすることがありま

すのでそのときに分

かるようにしておい

てください。

３月
未満

２年
以上

３年
未満

～～

３月
以上

６月
未満

６月
以上
～

１年
未満

１年
以上

２年
未満

～

３年
以上
～

1
4



 

1 

賃金改定状況調査のこれまでの検討状況 
 
 
１ 賃金改定状況調査について 

(1)  調査の沿革 

・ 昭和５３年 目安制度の始まりとともに、調査を開始した。 

・ 昭和５４年 調査対象事業所に地方小都市を加えた。 

・ 昭和５８年 ランク別、産業別に直近の事業所センサスを用いて復元を 

行うこととした。 

(2)  調査の目的及び基本的性格 

  イ 賃金額ではなく、賃金の引上げ状況の実態の把握を目的としているこ

と。 

  ロ 迅速性が求められているため、調査から集計までの期間が短いこと。 

  ハ ランク別に集計されていること。 

  ニ 調査結果に継続性が求められること。 

 

２ 昭和５７年から昭和５８年にかけての全員協議会における議論 

(1)  昭和５７年から昭和５８年にかけての全員協議会において、労働者側は、

調査対象事業所規模を製造業について１００人未満まで拡大すべきである

と主張し、使用者側は、調査対象地域を郡部の町村にまで拡大すべきである

と主張した。 

(2)  毎月勤労統計調査結果を用いて、過去における規模別の賃金上昇率の比

較等を行ったところ、調査対象事業所規模を製造業について１００人未満

まで拡大しても、現行の調査対象規模による調査結果とほとんど差異が認

められないこと、また、調査対象地域の拡大に関しては製造業について、す

でに人口５万人未満の比較的賃金水準の低い地方の小都市の事業所を調査

対象として十分な標本数を確保していることなどから、当面は現行どおり

実施することが適当であるとして労使の合意を得た。 

 

３ 平成元年全員協議会における議論 

(1)  平成元年２月に設置された全員協議会において、労働者側は、調査対象

事業所規模のあり方を検討することを前提として議論することを主張し、

使用者側は、対象事業所規模は３０人未満でよいとしながらも、調査対象地

域については都市部偏重を改め、できるだけ地方小都市、郡部を対象とし、

各県において賃金水準の異なる地域の実態を十分反映されるよう調査を行

うべきと主張した。 
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(2)  審議の結果、これらについては合意に至らず、特に報告書には盛り込ま

れなかった。 

 

４ 平成７年全員協議会における議論 

(1)  平成５年３月に設置された全員協議会において、目安の決め方と参考資

料について議論がなされた。 

(2)  労働者側は、地域別最低賃金の改正に際して労働時間短縮が勘案されて

おらず、一般賃金に対する地域別最低賃金の比率や最低賃金の影響率の低

下がみられたことを問題とし、使用者側は、影響率の高低のよしあしを一概

にはいえないとし、目安決定の参考資料は従来どおりでよいと主張した。 

(3)  平成６年５月１６日に取りまとめられた「中央最低賃金審議会目安制度

のあり方に関する全員協議会の検討状況の中間的な取りまとめについて

（全員協議会報告）」において、最低賃金と一般賃金との関係については、

「今後の目安決定方式としては、パートタイム労働者の賃金水準とそのウ

エイト変化、男女構成の変化及び就労日数の増減を反映した方式とするこ

とが望ましいと考えられる」とされ、「その際、就労日数の増減を反映させ

るにあたって各年の６月の平均所定労働日数が日曜日の数等によって変動

するイレギュラー要因をどのように扱うべきか、それとの関連において賃

金改定状況調査をどのようにするのが適当か、等について引き続き検討を

行う必要がある」とされた。 

(4)  その後の検討の結果、目安審議の際の重要な参考資料である賃金改定状

況調査結果第４表の賃金上昇率の平成７年度以降の算出方法について、 

① 一般労働者及びパートタイム労働者の全労働者について賃金上昇率を

求めること 

② 従来男女構成の変化が反映された賃金上昇率と当該影響を除去した賃

金上昇率を算出していたが、今後前者のみを算出すること及び 

③ 就労日数の増減が反映されるように賃金上昇率を算出すること、その

際、各年の調査月の所定労働日数が日曜日の数等によって変動するイレ

ギュラー要因を除去するため、年間所定労働日数を調査することとし、こ

れにより月間所定労働日数を調整すること 

が、全員協議会報告に盛り込まれ、平成７年４月の第１３２回中央最低賃金

審議会において了承された。 

 

５ 平成１２年全員協議会における議論 

(1) 平成１１年４月に設置された全員協議会において、経済情勢等を踏まえ

た目安の決定の在り方等について議論がなされた。 
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(2) 労働者側は、賃金改定状況調査の対象を全労働者とすべきと主張した。

一方、使用者側は調査対象労働者数や調査対象企業数を拡大する必要はな

く、最低賃金の対象者を前提に考えるべきであると主張した。 

(3) 継続して審議がなされた結果、賃金改定状況調査の位置付けとしては、

賃金改定状況調査結果を重要な参考資料としつつも、これまで以上に、その

時々の状況を的確に把握の上、総合的に勘案して目安を審議し、決定してい

くことが合意された。 

 

６ 平成１５年１月の中央最低賃金審議会での了承事項 

平成１４年の日本標準産業分類の改定（平成１４年１０月施行）に伴い、平

成１６年調査より賃金改定状況調査の対象産業を製造業、卸売・小売業，飲食

店、サービス業の３産業から製造業、卸売・小売業、飲食店，宿泊業、医療，

福祉、サービス業（他に分類されないもの）の５産業へ変更することが平成１

５年１月の第９回中央最低賃金審議会で了承された。 

 

７ 平成１６年全員協議会における議論 

(1)  平成１５年１０月に設置された全員協議会において、賃金改定状況調査

等参考資料のあり方について議論がなされた。 

(2)  調査対象事業所について、労働者側は、少なくとも１００人未満まで企

業規模を拡大すべきとしたのに対し、使用者側は、地域の実態を反映するよ

う地方小都市の事業所の比率を増加すべきと主張した。 

また、第４表の賃金上昇率の計算方法について、労働者側は、一般、パー

トタイム労働者の構成比の変化を除去すべきとしたのに対し、使用者側は、

計算方法の変更については慎重であるべき、と主張した。 

(3)  その後の審議を経て、賃金改定状況調査結果第４表の賃金上昇率の計算

方法については、 

① パートタイム労働者の構成比の変化を除去した計算方法とすること 

② 今後、パートタイム労働者の構成比に限らず、何らかの労働者構成の大

きな変化により賃金の上昇率が影響を受ける場合には、その影響を除去

すること 

が全員協議会報告に盛り込まれ、平成１６年１２月の第１２回中央最低賃

金審議会において了承された。 

 なお、調査対象事業所の変更については意見の一致をみず、「賃金改定状

況調査が短期間に調査結果の集計が求められるという性格も考慮すると、

当面、調査対象事業所は変更しないことが適当」とされた。 
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８ 平成２１年２月の中央最低賃金審議会での了承事項 

平成１９年の日本標準産業分類の改定（平成２０年４月施行）に伴い、平成

２１年調査より賃金改定状況調査の対象産業を製造業、卸売・小売業、飲食店，

宿泊業、医療，福祉、サービス業（他に分類されないもの）の５産業から、製

造業、卸売業，小売業、宿泊業，飲食サービス業、医療，福祉、学術研究，専

門・技術サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、サービス業（他に分類さ

れないもの）の７産業へ変更することが平成２１年２月の第２７回中央最低

賃金審議会で了承された。 

 
９ 平成２３年２月の中央最低賃金審議会での了承事項 

(1)  平成２１年２月に設置された全員協議会において、賃金改定状況調査等

参考資料のあり方について議論がなされた。 

(2)  調査対象事業所の選定について、労働者側は、賃金の低廉な労働者のほ

か、一般的な労働者の賃金改定状況を反映するよう少なくとも企業規模１

００人未満まで拡大すべきと主張したのに対し、使用者側は、労働者の就業

実態を反映するよう業種の見直しを検討すべき、また、地域の実態を反映す

るよう地方小都市の事業所の比率を増やすべきと主張した。 

  この点については、議論を尽くすまでには至らず、「短期間に調査結果の

集計が求められるという賃金改定状況調査の性格も考慮すると、調査対象

事業所の選定については、当面は現行の方法を維持することが適当」とされ、

併せて「次回の目安制度のあり方に関する見直しの際には、今般の検討で議

論が尽くされなかった点も踏まえ、調査対象事業所の選定について引き続

き検討することが必要」とされた。 

(3)  第４表の表示方法については、「昭和 53 年以降、ランク別、産業別及び

男女別に表示してきたが、就業形態の多様化の進展等を踏まえ、これらの別

によるほか、一般労働者・短時間労働者の別についても新たに表示すること

が適当」と全員協議会報告に盛り込まれ、平成２３年２月の第３３回中央最

低賃金審議会において了承された。 

 

１０ 平成２９年３月の中央最低賃金審議会での了承事項 

(1)  平成２６年６月に設置された全員協議会において、賃金改定状況調査

等参考資料のあり方について議論がなされた。 

(2)  賃金改定状況調査については、適切に今日の経済や賃金の状況におけ

る実態を把握できているか検討すべきとの意見や、最低賃金近傍の労働者

の実態を正確に反映するよう定期的に見直しを行うべきとの意見、業種の

追加や配分、調査対象事業所の規模について改めて検討を行うべきである
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5 

との意見があった。 

(3)  検討の結果、「短期間に調査結果の集計が求められるという賃金改定状

況調査の性格も考慮すると、調査対象事業所の選定について、当面は現行

の方法を維持することが適当である。」と全員協議会報告に盛り込まれ、

平成２９年３月の第４７回中央最低賃金審議会において了承された。 
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中央最低賃金審議会目安制度のあり方に関する全員協議会の 

検討状況の中間的な取りまとめについて（全員協議会報告）（抄） 

 

 

（平成 12 年３月 24 日中央最低賃金審議会了承） 

 

 

２ 経済情勢等を踏まえた目安の決定のあり方等について 

 

(2) 目安の審議に当たっての賃金改定状況調査の位置づけと基本的な考え方 

 

   これまで、目安の審議に当たっては、賃金改定状況調査、なかんずく同調査による

賃金上昇率を重要な参考資料としてきており、そうしたことを前提に平成７年全協報

告においても同調査の必要な見直しが行われたこと等を踏まえると、今後とも、同調

査を重要な参考資料とする取扱いを基本とすべきである。 

      他方、経済社会の全体的な状況をみると、これまでの経済社会とは大きく異なり、

経済のグローバル化による競争の激化、右肩上がりの経済から低成長経済への移行な

ど構造的な変化が進んでおり、ますます複雑で多様な様相を呈している。上記の凍結

事業所割合の増加や賃金上昇率の低下といった事態も、まさにその現れといえよう。 

      こうしたことから、当該調査結果を重要な参考資料としつつも、これまで以上に、

その時々の状況を的確に把握の上、総合的に勘案して目安を審議し、決定していくこ

とが求められる。 
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1 
 

中央最低賃金審議会目安制度の在り方に関する全員協議会 

論点の中間整理（抄） 
 

平成 27 年５月 25 日 

２．議論の経過 

（５）目安審議における参考資料について 

○ 目安の審議に当たっては、賃金改定状況調査、なかんずく同調査による賃

金上昇率（第 4 表）を重要な参考資料としてきた。平成 12 年 3 月の全員協

議会報告においては、今後とも、同調査を重要な参考資料とする取扱いを基

本とすべきとしつつ、経済のグローバル化による競争の激化、右肩上がりの

経済から低成長経済への移行など構造的な変化の影響があらわれていること

から、これまで以上に、その時々の状況を的確に把握の上、総合的に勘案し

て目安を審議し、決定していくことが求められるとしている。 

○ この点について、賃金改定状況調査が開始された昭和 50 年代は、経済成長

下で引き上げられる賃金の状況を把握してきたが、今日の経済や賃金の状況

において、適切に実態を把握できているか検討すべきという意見があった。 

○ また、賃金改定状況調査はこれまでたびたび見直されてきたが、最低賃金

近傍の労働者の実態を正確に反映するよう、定期的に見直しを行うべきとい

う意見や、業種の追加や配分、調査対象事業所の規模についても改めて検討

を行うべきであるという意見があった。 
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